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判例研究
公的機関の発行する出版物と学習権・表現の自由
―九条俳句公民館だより不掲載損害賠償等請求事件―
（平成29年10月13日判決　平27（ワ）1378号）
松澤幸太郎
はじめに
　公的機関は、各種の目的で、様々な出版物を発行する。それらのうちには、公的
機関の職員が作成した文書等を内容としたものがある一方で、一般の国民・住民等
が作成したものを内容とするものもある。
　このうち後者の一般の国民・住民が作成したコンテンツを内容とする場合に関し
ては、当該出版物及びそれを発行する公的機関の性質や、当該公的機関とコンテン
ツを作成した国民・住民との関係等により、当該公的機関と国民・住民との間に当
該出版物に係る各種の法律関係があり得、当該関係に係る紛争が生じた際の解決に
も各種の考え方がある。
　本稿では、公民館の発行する出版物と、それに掲載されるために住民から提出さ
れたコンテンツに係る紛争に関する裁判例を分析し、公民館の出版物と住民の作成
したコンテンツをめぐる法律関係に係る紛争解決の一例を検討してみたい。
1 ．事実の概要
　本件は、「梅雨空に「九条守れ」の女性デモ」の俳句（本件俳句）を作成した住
民（原告）が、公民館を設置・管理する地方自治体（被告・本件地方自治体）に対
し、公民館だより（本件たより）に当該俳句の掲載を求めるとともに、掲載しなかっ
たことによる慰謝料の支払いを求めた事案である。裁判所は、公民館の職員らが、
原告の思想や信条を理由として、本件俳句を本件たよりに掲載しないという不公正
な取扱いをしたことにより、法律上保護される利益である本件俳句が掲載されると
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の原告の期待が侵害されたことから、本件俳句を本件たよりに掲載しなかったこと
は、国家賠償法上違法というべき、とした。
　具体的な事実関係は以下の通りである 1。
　本件原告は、本件地方自治体にある句会（本件句会）に平成16年に入会した者で、
本件被告は、本件句会が会合を有していた公民館（本件公民館）を設置・管理する
地方自治体である。本件句会は住民約20名が平成10年頃立ち上げた俳句サークル
で、主たる活動内容は、会員が詠んだ俳句を 2句ずつ持ち寄り、俳人であり、かつ、
本件句会を含む多数の俳句会で構成される、本件句会の主宰者から各俳句に対する
論評をもらうというものであった。
　本件句会は毎月一回本件公民館で会合をもっていた。なお本件公民館は、本件地
方自治体の設置する公民館を拠点公民館（本件拠点公民館）とする地区公民館で、
本件公民館の館長は非常勤の職員であり、本件句会の俳句が掲載されていた本件た
よりを作成していた主幹は常勤の職員であった。
　本件公民館の発行する本件たよりは、毎月 1日発行され、本件公民館の主幹は、
平成25年 3 月までは、本件公民館の館長の決裁を受けることなく、本件公民館の職
員にゲラを回覧した上、本件たよりを作成してきたが、主幹が交代した平成25年 4
月以降のいずれかの時期から、本件公民館の職員にゲラを回覧した上、本件拠点公
民館長の決裁を受けて発行することになった。
　平成22年10月末ころ、当時の本件公民館の主幹は、公民館祭りの運営のための会
議における交流をきっかけに親しくなった、本件句会の代表に対し、本件句会の俳
句を本件たよりに掲載してはどうかと提案した。当該本件句会の代表は、本件句会
の会員に当該提案についての意見を求めた上、本件句会の代表として、本件提案を
1　本件については、裁判所に提出された文書等を含む、詳細な情報が以下のWebで提供さ
れている。http://9jo-haiku.com/（2018年 2月11日確認。）
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了承した。
　本件句会では、主宰者が特選、秀逸、佳作の 3段階の評価をし、特選の評価を受
けた俳句のうち、会員から最も多くの票を獲得したものを秀句と呼び、これを本件
たよりに掲載する俳句として選出していた。当該秀句の提出方法は、本件句会が本
件公民館の職員に対し、秀句を記載した紙を提出するというもので、本件句会が本
件公民館に提出した秀句は、平成22年11月から平成26年 6 月までの 3年 8か月間、
各月発行の本件たよりにそれぞれ掲載された。秀句が掲載される位置は本件たより
の裏面の下欄であり、本件句会の名称及び作者名が明示されることになっていた。
　平成26年 6 月24日原告は、本件句会において「梅雨空に「九条守れ」の女性デモ」
との俳句（本件俳句）を詠んだところ、本件俳句は主宰者から特選の評価を受け、
会員から最も多くの票を獲得し、秀句として選出された。
　なお平成26年 6 月当時、「我が国及び国際社会の平和及び安全の確保に資するた
めの自衛隊法等の一部を改正する法律案」及び「国際平和共同対処事態に際して我
が国が実施する諸外国の軍隊等に対する協力支援活動等に関する法律案」（通称：
安保法案）の成立に向けた動きがあったところ、その過程で憲法 9条は、集団的自
衛権の行使を許容するものと解釈することができるかどうかが中心的な争点となっ
ており、この点に関する報道が連日行われ、同年 7月 1日、憲法 9条は、集団的自
衛権の行使を許容するものと解釈するとの閣議決定がされた。
　本件俳句は、平成26年 6 月初旬ころ原告が、東京都中央区銀座で行われていた憲
法 9条は集団的自衛権の行使を許容するものであるとの解釈に反対する女性らのデ
モを見かけて、これに加わったことをきっかけに詠まれたものと、本件事例におけ
る判断で本件裁判所は認定している。
　平成26年 6 月25日本件公民館の主幹は、本件句会の代表代行に対し、本件俳句は、
世論を二分するようなテーマのものであるため、本件たよりに掲載することはでき
ない旨伝え、代わりに別の俳句を提出することはできないかと提案したところ、当
該代表代行はこれを断った。翌26日原告は、本件公民館に電話したところ、当該主
幹がこれに対応し、原告に対し、本件俳句を本件たよりに掲載することはできない
旨伝えた。
　原告は、当該主幹に対し、本件俳句を本件たよりに掲載することができない理由
について書面で回答するよう求めたところ、本件公民館は、同年 7月 3日、原告に
対し、本件公民館の館長名義で、本件俳句を本件たよりに掲載することができない
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理由について、「公民館だよりへの俳句不掲載について」と題する書面（書面 1）
で回答した。当該書面には、本件公民館が本件俳句を本件たよりに掲載することが
できないと判断した根拠として、①公民館は特定の政党の利害に関する事業を行う
ことは禁止されていること（社会教育法23条 1 項 2 号）、②国内世論が大きく分か
れているものは広告掲載を行わないとされていること（さいたま市広告掲載基準 4
条（ 1）エ）が挙げられており、本件俳句の「九条守れ」という文言が公民館の考
えであるとの誤解を招く可能性がある旨記載されていた。
　なお本件公民館は、のちに本件公民館館長名義で、「平成26年12月10日付け「「公
民館だよりへの俳句不掲載について」の訂正について」と題する書面（書面 2）を
作成している。同書面では、上記①は本件俳句を本件たよりに掲載することができ
ないとする根拠とはならないこと、上記②は本件俳句を本件たよりに掲載すること
ができるか否かの判断に当たって参考としたにすぎないこと、本件俳句の「九条守
れ」という文言が公民館の考えであるとの誤解を招く可能性があるとの記載は不適
切であったこと等が記載されており、本件俳句を本件たよりに掲載することができ
ないと判断した理由について、「公民館だよりは、公民館の事業や地域の活動を広
報することを目的とし、公共施設である公民館が責任を持って編集・発行している
刊行物でありますので、公平中立の立場であるべきとの観点から、掲載することは
好ましくないと判断したものです。」と記載されていた。
　本件句会は、平成26年 7 月、本件公民館に対し、本件俳句及び同月の句会で選出
された秀句を提出したところ、本件公民館は、本件俳句は本件たよりに掲載するこ
とができないが、もう一方の秀句のみであれば掲載することができると述べた。本
件公民館は、その後も、本件俳句を本件たよりに掲載することはできないとの対応
をとっていたところ、本件句会は、本件俳句が本件たよりに掲載されないのであれ
ば、他の秀句を掲載することを希望しないとして、本件公民館に対し、秀句を提出
することを止めたため、本件句会の俳句は、平成26年 7 月以降、本件たよりに掲載
されていない。
2 ．本件裁判における争点
　本件裁判所が整理した本件の争点は以下の通りであった。
（ 1） 本件合意の内容は、本件俳句を本件たよりに掲載することについて訴求力あ
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る権利を発生させるものであったか。
（ 2） 公民館の職員には、本件句会との間で、本件句会ないしその会員に本件たよ
りへの俳句の掲載請求権を発生させる合意をする権限があったか。
（ 3） 本件句会と公民館が、本件合意をするに当たり、地方自治法234条の適用を受
けるか。
（ 4）原告は、本件合意に基づく俳句の掲載請求権を有するか。
（ 5） 公民館が本件俳句を本件たよりに掲載しなかったことは、原告の学習権を侵
害し、国家賠償法上、違法であるか。
（ 6） 公民館が本件俳句を本件たよりに掲載しなかったことは、原告の表現の自由
を侵害し、国家賠償法上、違法であるか。
（ 7） 公民館が本件俳句を本件たよりに掲載しなかったことは、原告の人格権ない
し人格的利益を侵害し、国家賠償法上、違法であるか。
（ 8）原告の損害
　本稿では主に（ 5）、（ 6）、（ 7）を検討することとする。
3 ．本件判旨
　裁判所は被告に対し、原告に対する 5万円の慰謝料の支払いを命じた。上記争点
のうち（ 5）、（ 6）、（ 7）にかかる裁判所の判断の概要は以下のとおりである。
（ 1）争点（ 5）
（ア）原告は、本件公民館の職員は、①公民館利用者である原告を公正に取り扱う
義務に違反し、②学習権を保障する趣旨の規定である社会教育法 9条の 3第 1項及
び③同法12条に違反して、本件俳句を本件たよりに掲載しなかったことにより、原
告の学習権を侵害した旨主張する。
　しかし、社会教育法 9条の 3第 1項及び同法12条の各規定は、原告が主張すると
おり、大人の学習権を保障する趣旨のものであるから、上記各規定により、公民館
の職員に課される学習権を保障するための義務は、原告が主張する①公民館利用者
である原告を公正に取り扱う義務の一内容に過ぎないというべきであり、原告の学
習権侵害に関する上記②及び③の主張は、結局、①の主張と同じものであると解す
るのが相当である。
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（イ）学習権は、憲法26条に基づき、国民各自が、一個の人間として、また、一市
民として、成長、発達し、自己の人格を完成、実現するために必要な学習をする権
利であり、特に、自ら学習することのできない子どもとの関係では、自己に教育を
施すことを大人一般に対して要求することができる権利をいうと解するのが相当で
ある（最高裁判所昭和51年 5 月21日大法廷判決・刑集30巻 5 号615頁参照）から、
子どものみならず、大人についても、憲法上、学習権が保障されるというべきであ
り、社会教育法 2条及び 3条はこれを前提とする規定であると解するのが相当であ
る。
　しかし、憲法23条の学問の自由の内容に、研究発表の自由が含まれると一般的に
解されているのと異なり、人間のあらゆる表現は、学習を前提としてされるもので
あるから、学習成果の発表は、表現そのものにほかならないというべきである。
　したがって、学習成果の発表の自由は、学習権の一部として保障されるのではな
く、表現の自由として保障されるものと解するのが相当であるから、学習権の内容
に学習成果の発表の自由が含まれると解することはできない。
（ウ）原告は、①表現の自由と学習権は、学習権の内容である学習成果の発表は、
表現活動の 1つとして、表現の自由によっても保障を受けるため、両者には重なる
部分があるが、学習成果の発表は、学習権の不可欠の要素であること及び②学習権
は、自己学習及び相互学習、学習成果の発表の自由及び住民の知る権利を内容とす
るものであるところ、学習成果の発表の自由や住民の知る権利という部分は、表現
の自由によっても保障を受けるため、両者には重なる部分があるが、学習権の内容
である住民の知る権利は、表現の自由の内容である知る権利とは異なり、教育とい
う観点が存在し、単純に情報にアクセスするのではなく、真実を学び、知るという
ものであることから、学習権は、表現の自由とは異なる性格を持つ以上、表現の自
由とは別に保障されるべきものである旨主張する。
しかし、上記のとおり、学習権の内容に学習成果の発表の自由が含まれると解する
のは相当ではない。
　また本件は、原告が詠んだ本件俳句を本件たよりに掲載することにより発表する
ことの可否が問題となるものであるから、本件俳句が本件たよりに掲載されないこ
とによって、原告が学習をすること自体が制限されるわけではない。
　なお、原告は、本件公民館が本件俳句を本件たよりに掲載しなかったことにより、
俳句の創作活動といった原告が参加する本件句会における相互学習に萎縮効果を生
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じさせるとも主張するが、そのような萎縮効果が生じ、又は生じるおそれがあると
認めるに足りる証拠はない（本件句会は、本件公民館の主幹が本件提案をする以前
は、秀句を本件たよりに掲載することを希望することなく活動しており、本件公民
館が本件俳句を本件たよりに掲載しないこととした後、本件公民館が本件句会に対
し、本件俳句とは別の俳句を掲載することを提案したにもかかわらず、本件句会が
これを拒絶して、本件公民館に対し、秀句を提出することを止めたまま活動を継続
していたことからすれば、原告を含む本件句会の相互学習に萎縮効果が生じたと認
めることはできない。）。
（エ）したがって、原告の主張はいずれも採用することができない。
（ 2）争点（ 6）
（ア）原告は、本件たよりは本件句会が提出した秀句の発表の場としての性格を有
するものであること、表現の自由の優越的な地位が実現されるためには、表現が受
け手に受領されるまでの一連の過程全体が保障されなければならないことを理由と
して、公権力が発表の場として提供した場での表現活動を制限することは、原則と
して表現の自由を侵害するものであるから、仮に原告に本件俳句の掲載請求権がな
いとしても表現の自由が侵害されたということができる旨主張する。
　しかし原告は、本件たよりという特定の表現手段による表現を制限されたにすぎ
ず、（当該句会の発行する）同人誌やインターネット等による表現が制限されたわ
けではない上、特定の表現手段による表現の制限が、表現者の表現の自由を侵害す
るものというためには、同人が、この表現手段の利用権を有することが必要と解さ
れる（ある者が国営の新聞社に対し、投書をしたところ、同社が同投書を投書欄に
掲載しなかったからといって、これが、同人の表現の自由を侵害するということは
できないことは明らかである。）から、本件においては、原告が、本件俳句を本件
たよりに掲載することを求めることができる掲載請求権を有することが必要となる
ところ、原告には、本件俳句の掲載請求権があるということはできない。
　したがって、原告の上記主張は、前提を欠き、採用することができない。
（イ）原告は、本件たよりはパブリック・フォーラムであり、本件公民館による本
件俳句を本件たよりに掲載しないという制限が正当化されるのは、その目的がやむ
にやまれぬものであり、上記制限が目的達成のために必要最小限度にとどまる場合
であるところ、上記制限は、これらの要件を充足しないから、原告の表現の自由を
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侵害する旨主張する。
　しかし本件たよりがパブリック・フォーラムに該当するというためには、原告が
本件たよりというフォーラムに立ち入ることができる権利を有することが必要と解
すべきところ、原告は、本件俳句の掲載請求権を有しておらず、また公民館の利用
権は、本件たよりへの掲載請求権とは異なるものであるから、原告が、フォーラム
としての本件たよりに立ち入ることができる権利を有するということはできない。
したがって、原告の上記主張は、前提を欠き、採用することができない。
（ウ）原告は、本件公民館が、平成22年11月から平成26年 6 月までの 3年 8か月の
間、本件句会に対し、秀句を掲載する場として本件たよりのスペースを提供してい
たことを一種の助成措置であると捉え、本件公民館が、本件たよりのスペースを提
供することを止めること（助成措置の撤回）に関する裁量は制限される旨主張する。
　しかし、原告の上記主張は、本件公民館が、本件句会の会員らに対し、本件たよ
りを表現の場として提供することにより、助成したことを前提とするものであっ
て、原告のパブリック・フォーラム論の主張とほぼ同一のものと解されるところ、
本件たよりが、本件句会の会員らに対し、表現の場として提供されたものであると
認めるに足りる証拠はないし、原告は本件俳句の掲載請求権を有しておらず、また、
フォーラムとしての本件たよりに立ち入ることができる権利を有するということは
できないから、原告の上記主張も、前提を欠き、採用することができない。
（エ）したがって、原告の主張は、いずれも採用することができない。
（ 3）争点（ 7）
（ア）原告は、本件句会の学習成果であり、かつ、作者の思想等が込められた作品
を住民に発表ないし伝達する利益は、①公民館が、住民の学習権の保障を実質化す
るための社会教育施設であること、②公民館だよりは、地域住民に対する社会教育
の助長・奨励のための媒体であり、学習成果を地域へ還元し、地域住民に対し、学
習の機会を提供することを目的とし、公民館で活動する団体に対し、学習成果を発
表する場を設けたものであること、③本件句会の会員は、公民館を利用する者であ
り、本件句会で会員らが詠んだ俳句が秀句となった場合、本件たよりに掲載するこ
とができたことを踏まえると、本件句会の秀句の作者には、本件たよりにより秀句
を地域住民に発表する権利ないし利益があり、これは、人格権ないし人格的利益と
して法律上保護されると主張する。
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　しかし原告は、本件俳句の掲載請求権を有していないから、これを人格権ないし
人格的利益という被侵害利益とする不法行為が直ちに成立するということはできな
い。
　したがって、原告の上記主張は採用することができない。
（イ）原告は、本件公民館は、平成22年11月から平成26年 6 月までの 3年 8か月間、
本件句会の秀句を本件たよりに掲載し続けてきたのであるから、秀句の作者には、
秀句を本件たよりに掲載されることについて期待する権利ないし利益があり、秀句
の作者の思想良心の自由や表現の自由が憲法により保障された基本的人権であるこ
とにかんがみると、本件公民館は、原告の思想や信条を理由とした不公正な取扱い
によって本件俳句を本件たよりに掲載しないこととしたのであるから、本件公民館
が本件俳句を不掲載としたことは、思想、意見等を公衆に伝達する原告の権利ない
し利益を不当に侵害するものである旨主張する。
（ウ）本件公民館は、本件合意に基づき、本件句会が提出した秀句を 3年 8か月に
わたり、継続して本件たよりに掲載してきたのであるから、原告が、秀句として選
出された本件俳句も、本件たよりに掲載されると期待するのは当然というべきとこ
ろ、原告の上記期待は、著作者の思想の自由、表現の自由が憲法により保障された
基本的人権であることにもかんがみると、法的保護に値する人格的利益であると解
するのが相当であり、公務員である本件公民館及び本件拠点公民館の職員らが、著
作者である原告の思想や信条を理由とするなど不公正な取扱いをした場合、同取扱
いは、国家賠償法上違法となると解するのが相当である（最高裁判所平成17年 7 月
14日第一小法廷判決・民集59巻 6 号1569頁参照）。
（エ）被告は、本件公民館が、本件俳句を本件たよりに掲載することは、世論の一
方の意見を取り上げ、憲法 9条は集団的自衛権の行使を許容すると解釈する立場に
反対する者の立場に偏することとなり、中立性に反し、また、公民館が、ある事柄
に関して意見の対立がある場合、一方の意見についてのみ発表の場を与えること
は、一部を優遇し、あるいは冷遇することになり、公平性・公正性を害するため、
許されないから、本件俳句を本件たよりに掲載しなかったことには、正当な理由が
ある旨主張する。
　（この点に関し）教育行政の基本は、政治的中立性が確保されることにあること
はいうまでもないところ、教育基本法16条 1 項や社会教育法12条等が、教育行政は、
政治的に中立であるべきといった内容を定めていることは、これを当然の前提とす
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るものと解される。しかし本件公民館は、書面により、原告に本件俳句を本件たよ
りに掲載することができない理由について回答したが、さらに書面により、前出書
面で本件俳句を公民館だよりに掲載することができない理由としていたものを撤回
するに至っており、本件公民館が本件俳句を本件たよりに掲載しないこととするに
当たって、本件公民館及び本件拠点公民館の職員らは、本件俳句を本件たよりに掲
載することができない理由について、十分な検討を行っていなかったと認められ
る。
　なお書面（書面 1）には、本件俳句を本件たよりに掲載することができない理由
として、①公民館は特定の政党の利害に関する事業を行うことは禁止されているこ
と（社会教育法23条 1 項 2 号）及び②国内世論が大きく分かれているものは広告掲
載を行わないとされていること（さいたま市広告掲載基準 4条（ 1）エ）が挙げら
れているが、①社会教育法23条 1 項 2 号は、公民館が、特定の政党の利害に関する
事業を行うことを禁止する規定であること、②さいたま市広告掲載基準が想定する
広告は、民間企業等の広告であることからすれば、本件たよりに本件俳句を掲載す
ることができるかどうかの判断の根拠となるものでないことが明らかである。
　本件俳句が、憲法 9条が集団的自衛権の行使を許容していると解釈すべきでない
との立場を表明したものであるとすると、本件俳句を本件たよりに掲載することに
より、本件公民館は、上記立場に反対する立場の者からクレームを受ける可能性が
あることを否定することはできないが、本件俳句を本件たよりに掲載する場合、本
件句会の名称及び作者名が明示されることになっていることからすれば、本件公民
館が、本件俳句と同じ立場にあるとみられることは考え難いから、これを掲載する
ことが、直ちに本件公民館の中立性や公平性・公正性を害するということはできな
い。
　むしろ行政が、中立性や公平性・公正性を確保する目的が、国民の行政に対する
信頼を確保することにあるとすれば、本件俳句を本件たよりに掲載しないことによ
り、本件公民館が、憲法 9条は、集団的自衛権の行使を許容するものと解釈すべき
との立場に与しているとして、上記立場と反対の立場の者との関係で、行政に対す
る信頼を失うことになるという問題が生じるが、本件俳句の不掲載までの経緯によ
れば、本件公民館が、本件俳句を本件たよりに掲載しないこととするに当たって、
本件公民館及び本件拠点公民館の職員らは、この点について何ら検討していないも
のと認められる。
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　また平成26年 6 月当時、憲法 9条が、集団的自衛権の行使を許容すると解釈すべ
きかどうかについて、賛否が分かれていたものの、賛成・反対いずれの立場も、憲
法 9条を守ること自体については一致していたのであるから、本件俳句の「九条守
れ」との文言が、直ちに世論を二分するものといえるかについても疑問を容れる余
地があるところ、本件公民館が本件俳句を本件たよりに掲載しないこととするに当
たって、本件公民館及び本件拠点公民館の職員らが、この点について検討した形跡
はない。
　本件公民館及び本件拠点公民館の職員らは、本件公民館が本件俳句を本件たより
に掲載しないこととするに当たって、本件俳句を本件たよりに掲載することができ
ない理由について、十分な検討を行っておらず、本件公民館は、このような不十分
な検討結果をもとに、本件俳句を本件たよりに掲載しないこととし、その後、書面
（書面 1）記載の内容が不適切であったことを認めた上、本件俳句を本件たよりに
掲載することができない理由について、（書面 2で）当該書面記載の内容に変更す
るなど、場当たり的な説明をしていたものである。
　以上によれば、本件公民館が本件俳句を本件たよりに掲載しなかったことに、正
当な理由があったということはできず、本件公民館及び本件拠点公民館の職員ら
は、原告が、憲法 9条は集団的自衛権の行使を許容するものと解釈すべきではない
という思想や信条を有しているものと認識し、これを理由として不公正な取扱いし
たというべきであるから、被告の上記主張は採用することができない。
　なお、本件公民館及び本件拠点公民館の職員らが、本件俳句を本件たよりに掲載
することができるかどうかについて十分な検討を行わなかった原因について、次の
ように推認することができる。
　本件公民館の主幹及び館長は教員を経験した後、本件公民館の主幹ないし館長を
経て、管理職となっており、本件拠点公民館館長は、教育委員会や高校の事務主幹
を経験した後、本件拠点公民館の館長となっているところ、本件公民館の主幹が、
教育現場において、国旗（日の丸）や国歌（君が代）に関する議論など、憲法に関
連する意見の対立を目の当たりにしてきたように、本件公民館の館長及び本件拠点
公民館館長も、上記のような意見の対立を目の当たりにして、これに辟易しており、
一種の「憲法アレルギー」のような状態に陥っていたのではないかと推認される。
そして、上記「憲法アレルギー」の発露として、本件公民館主幹は、本件俳句を本
件たよりに掲載するのは問題ではないかと考え、本件公民館館長に意見を求め、本
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件公民館館長は、これに対し、本件俳句を本件たよりに掲載することは難しいと考
える旨回答し、本件拠点公民館館長ら本件拠点公民館の職員らも、「九条守れ」と
いう憲法に関連する文言が含まれた本件俳句に抵抗感を示し、本件俳句を本件たよ
りに掲載することができない理由について、十分な検討を行わないまま、本件俳句
を本件たよりに掲載しないこととしたものと推認するのが相当である（なお、原告
は、本件公民館が、本件俳句を本件たよりに掲載しなかった真意は不明である旨供
述しており、本件公民館及び本件拠点公民館の職員らが、本件俳句を本件たよりに
掲載することができないとするに当たって、本件地方自治体市長等の意向を忖度し
た形跡はない。）。
（オ）したがって、本件公民館及び本件拠点公民館の職員らが、原告の思想や信条
を理由として、本件俳句を本件たよりに掲載しないという不公正な取扱いをしたこ
とにより、法律上保護される利益である本件俳句が掲載されるとの原告の期待が侵
害されたということができるから、本件公民館が、本件俳句を本件たよりに掲載し
なかったことは、国家賠償法上、違法というべきである。
4 ．検討
（ 1）社会教育の意義
　憲法26条は、すべての国民の教育を受ける権利について規定している。また、こ
れを受け教育基本法 3条は、国民一人一人が、自己の人格を磨き、豊かな人生を送
ることができるよう、その生涯にわたって、あらゆる機会に、あらゆる場所におい
て学習することができる旨を定め、さらに同法 4条は、すべての国民が、ひとしく、
その能力に応じた教育を受ける機会を与えられなければならず、人種、信条、性別、
社会的身分、経済的地位又は門地によって、教育上差別されない旨を規定している。
　これらを受け社会教育法 2条 1項は、社会教育を、学校教育法または就学前の子
どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律に基づき、学校の教
育課程として行われる教育活動を除き、主として青少年及び成人に対して行われる
組織的な教育活動（体育及びレクリエーシヨンの活動を含む。）をいう、と定義し
ている。
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　なお本件裁判所が引用するように、いわゆる旭川学テ裁判最高裁判決 2は、憲法
26条の解釈として「国民各自が、一個の人間として、また、一市民として、成長、
発達し、自己の人格を完成、実現するために必要な学習をする固有の権利を有する」
としている。
　以上を踏まえると、その年齢等にかかわらず国民は、教育を受ける権利を有して
おり、それを具体的に実施するために社会教育法が制定されているということがで
きる。
　なお上記に関連して、社会教育法 3条は、国及び地方公共団体が、社会教育の奨
励に必要な施設の設置及び運営、集会の開催、資料の作製、頒布その他の方法によ
り、すべての国民があらゆる機会、あらゆる場所を利用して、自ら実際生活に即す
る文化的教養を高め得るような環境を醸成するように努めなければならない旨定
め、また同法 5条は、社会教育に関し、予算の範囲内で当該地方の必要に応じて特
別区を含む市町村の教育委員会が行う事務を列挙している。
（ 2）社会教育制度における公民館の位置づけ
　社会教育法20条は、公民館の目的として、市町村等の住民のために、実際生活に
即する教育、学術及び文化に関する各種の事業を行い、住民の教養の向上、健康の
増進、情操の純化を図り、生活文化の振興、社会福祉の増進に寄与することを目的
とする、と規定する。また同法22条は20条の目的を達成するための公民館の事業の
例として、以下を上げている。
①　定期講座を開設すること。
②　討論会、講習会、講演会、実習会、展示会等を開催すること。
③　図書、記録、模型、資料等を備え、その利用を図ること。
④　体育、レクリエーシヨン等に関する集会を開催すること。
⑤　各種の団体、機関等の連絡を図ること。
⑥　その施設を住民の集会その他の公共的利用に供すること。
　なお同法23条は、公民館の行ってはならない行為として以下を規定している。
①　 もつぱら営利を目的として事業を行い、特定の営利事務に公民館の名称を利用
させその他営利事業を援助すること。
2　最判昭和51年 5 月21日刑集30巻 5 号615号。
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②　 特定の政党の利害に関する事業を行い、又は公私の選挙に関し、特定の候補者
を支持すること。
　以上に関連して、同法23条の 2に基づいて文部科学大臣は、公民館の健全な発達
を図るために、公民館の設置及び運営上必要な基準として、「公民館の設置及び運
営に関する基準」（文科省平成15年 6 月 6 日告示）を規定している。当該基準 3条は、
地域の学習拠点としての機能の発揮として公民館は、講座の開設、講習会の開催等
を自ら、あるいは、必要に応じて学校、社会教育施設、社会教育関係団体、NPO
その他の民間団体、関係行政機関等と共同して行う等の方法により、多様な学習機
会の提供に努めるものとしている。
　以上からすると公民館は、社会教育を実施する教育機関として、自ら事業を行い、
あるいは各種の機関・団体と協力して事業を行うことが求められる機関と解され
る。
（ 3）本件たよりの位置づけ
　本件俳句を掲載するかの問題の対象となった本件たよりに関し本件原告は、社会
教育法20条の定める目的を達成するための公民館の事業として発行されるものと解
する一方で、本件被告は、社会教育法 5条の規定のうちの 6号「講座の開設及び討
論会、講習会、講演会、展示会その他の集会の開催並びにこれらの奨励に関するこ
と」ないしは16号「社会教育に関する情報の収集、整理及び提供に関すること」に
かかわる事務として発行されるもの、とした。
　そもそも社会教育法及び、たとえば本件との関係では、さいたま市公民館条例は、
公民館だよりを発行しなければならないとはしておらず、またそれが本件原告ある
いは被告の主張するいずれかの性格のみを持っているものでなければならないか等
に関する明文の規定はない。また本件裁判所もこの点については明確には判断して
いない。
　もっとも本件裁判所は、この点に関し、3年 8か月の間本件たよりに本件句会の
秀句が掲載されてきていたことに基づき、本件俳句が本件たよりに掲載されること
について法律上保護される利益を有していた、と判断している。このことからする
と、この限りで本件裁判所は、本件たよりが、単なる公民館等の行う集会等に関す
る情報を提供する媒体としてではなく、住民に対する社会教育の実践のための媒体
として位置づけられていたと解し、それが侵害されたことに対して慰謝料を認めた
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とも解される。
　以上の点に関しては、あるいは社会教育法20条あるいは 5、6条のいずれに基づ
くかを明らかにするなど、公民館の出版物の発行に関する根拠を明確にして出版物
を発行すべきとの立場もあるかとも思われる。しかしながら公民館の実務的な負担
や予算の制約などを考えると、複数の出版物を発行するのは困難で、現状の状況を
踏まえ対応する、というのが現実的と考えられる。なお現在のところ本件公民館は
引き続き公民館だよりを発行しており、また今後公民館だよりを発行しないという
ことはにわかには想定されないと思われるが、本件のような問題が生じることが契
機となって、このような公的機関の出版物の発行を止めるということがないとはい
えない。しかしながらこのようないわば消極的中立性の立場に立つ行政側の対応
は、結果として何もしなければ問題が生じない、というものであると解され、この
ような考え方は「行政が、中立性や公平性・公正性を確保する目的が、国民の行政
に対する信頼を確保することにあるとすれば、本件俳句を本件たよりに掲載しない
ことにより、本件公民館が、憲法 9条は、集団的自衛権の行使を許容するものと解
釈すべきとの立場に与しているとして、上記立場と反対の立場の者との関係で、行
政に対する信頼を失うことになるという問題が生じる」と指摘し、この問題を検討
することを求める本件判決の立場とは必ずしも一致しないものと考える。
（ 4）本件公民館長等の役割
　教育基本法前文は、日本国憲法の精神にのっとり、教育の基本を確立し、その振
興を図るために教育基本法を定めた旨を述べており、社会教育法 1条は、教育基本
法の精神に則り、社会教育に関する国及び地方公共団体の任務を明らかにすること
を目的とする、と規定している。このことからすると、もとより憲法99条により憲
法尊重義務を負うが、公務員は、社会教育との関係でも、日本国憲法の精神にのっ
とり行為することが求められる。
　この点に関連して社会教育法 9条の 2は、社会教育主事をおくこととし、同法 9
条の 3第 1項は、社会教育主事は社会教育を行う者に専門的技術的な助言と指導を
与えるとしつつも、当該社会教育主事は命令及び監督をしてはならないとしてい
る。また同法12条は、国及び地方公共団体は、法人であると否とを問わず、公の支
配に属しない団体で社会教育に関する事業を行うことを主たる目的とする社会教育
関係団体に対し、いかなる方法によっても、不当に統制的支配を及ぼし、又はその
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事業に干渉を加えてはならない旨規定している。これらの規定と本件との関係で
は、本件公民館の館長あるいは主幹等が社会教育主事であったかどうか裁判所は認
定していないが、仮にそうだったとするならば、命令・監督はしてはならないこと
になり、またこれも裁判所は認定していないが、本件句会がここでいう社会教育関
係団体にあたるとすると、当該句会の行う事業に不当に統制的支配を及ぼし、又そ
の事業に干渉を加えてはならないことになる。
　仮にこれらの前提を踏まえると、具体的に本件との関係では、本件公民館が、本
件俳句を本件たよりに掲載しなかったことが、これらの禁止事項に当たるか、が問
題になる。このうち前者の命令・監督との関係では、本件公民館は本件たよりに本
件俳句を掲載しない判断をしただけで、ここに命令・監督があったということは困
難と思われる。次に後者の本件俳句の本件たよりへの不掲載がその事業に干渉を与
えたことになるかについては、本件裁判所は、本件句会が同人誌等にその俳句を掲
載することを制限されたわけではない等から表現の自由を侵害するものではないと
認定しており、このことからするならば、本件裁判所の立場としては、事業に干渉
したとは認定されない、ということになると推測される。
　もっとも上記引用の通り本件裁判所が、本件公民館等が多様な立場からの意見を
検討すべき、としていることとの関係で、どのように考えるかについては、一定の
検討が必要である。すなわち、公民館は社会教育を行う施設であることからするな
らば、もとより中立・公正であることは求められるが、教育を行う機関としての立
場で公民館は、教育の観点を踏まえての対応を求められるとも考える 3。
　このことから具体的にこの点に関し教育的な観点から検討するとすると、例えば
教育実務の場面において、教育を受ける複数の者が異なる見解を持つ場合、確かに
それらを表現させないような対応をする場合もあるかもしれないが、一般に多くの
場合教育者は、それらの意見を表明させる適正な機会を作り、それを調整する過程
3　この点に関し平成17年 7 月14日のいわゆる公立図書館図書廃棄事件に係る判例（平16（受）
930号）において最高裁は、公民館同様社会教育機関とされる図書館における情報等の提供
に関し「公立図書館は、住民に対して思想、意見その他の種々の情報を含む図書館資料を
提供してその教養を高めること等を目的とする公的な場ということができる。そして、公
立図書館の図書館職員は、公立図書館が上記のような役割を果たせるように、独断的な評
価や個人的な好みにとらわれることなく、公正に図書館資料を取り扱うべき職務上の義務
を負うものというべきであり、閲覧に供されている図書について、独断的な評価や個人的
な好みによってこれを廃棄することは、図書館職員としての基本的な職務上の義務に反す
る」と述べている。
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を通じて、それらの異なる見解を持つ者がそれぞれの立場を理解し、適切な調整さ
れた結果を導き出すことを行わせるのではないかと考えられる。
　公民館が社会教育を行う教育機関で、その業務として本件たよりに本件俳句を掲
載する等を行っていたとするならば、今回の公民館の行為が「その事業に干渉を加
えてはならない」とする規定に抵触すると解されるかはともかくとして、公民館に、
教育機関として、今回のそれとは異なる対応が求められたと解し得ると思われる。
　上述の通り憲法26条は、すべての国民の教育を受ける権利について規定してお
り、教育基本法は、国民一人一人が、自己の人格を磨き、豊かな人生を送ることが
できるよう、その生涯にわたって、あらゆる機会に、あらゆる場所において学習す
ることができることを目指し、すべての国民が教育を受ける機会を与えられなけれ
ばならない、としている。実務上すべての場合にこのようなことを実現しようとす
るのは困難かも知れないが、本件裁判所の指摘するように、異なる立場の一方の言
論の表明を止めることで中立・公正性を確保するということは必ずしも適切な対応
とは言えない。むしろ、国民の学習を図るという意味では、多様な言論の表明を積
極的に表明することを支援することが適切な教育活動と考えられ、これを踏まえ公
民館が対応すべきだったとする考えには十分に検討の余地があると思われる。
（ 5）学習権
　先述の通り、憲法26条はすべての国民の教育を受ける権利について規定し、それ
を受けて本件判決は、大人についても憲法上学習権が保障されるとしている。
　他方で本件判決は、学習成果の発表は、表現そのものに他ならない、として、結
果として学習権の内容に学習成果の発表の自由が含まれないとした。この点につい
ては、単に法的な整理の問題とも解されるが、本件で扱われた公民館で実施される
社会教育との関係では、公民館で行われる教育の一連の流れの中で発表という行為
は行われ、発表の部分だけ切り離して考えるのはむしろ不自然であり、公民館で行
われる社会教育の中での権利のあり方を考える、という意味では、学習権の一部と
しての学習成果の発表の自由を考える意味があるとも考えられる。
　なおこの点に関連して本件判決は「本件は、原告が詠んだ本件俳句を本件たより
に掲載することにより発表することの可否が問題となるものであるから、本件俳句
が本件たよりに掲載されないことによって、原告が学習をすること自体が制限され
るわけではない。」としているが、逆に言うならば、一般論として、仮に学習者の
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学習成果が公民館の発行する媒体に掲載等されない場合に学習すること自体が制限
される効果がある場合には、学習権の一部として学習成果の発表の自由を考え、そ
れを保障する必要が生じると考える。
（ 6）表現の自由
　本件と表現の自由の関係に関し本件判決は、「本件たよりという特定の表現手段
による表現を制限されたにすぎ」ないとし、本件たよりへの本件俳句の掲載請求権
がないとしつつ、これも合わせて、表現の自由の侵害を否定した。ここで取られた
特定の表現手段による表現を制限されたに過ぎない、とする考え方は、いわゆる第
一次家永教科書検定裁判上告審判決  4の判断を想起させる。また本件判決が認定し
ているように、本件句会は独自の発表媒体（同人誌）を有しているが、それとの関
係をどのように考えるかの論点もある。
　これらの点のうちまず前者の点に関しては、本件判決が指摘するように「行政が、
中立性や公平性・公正性を確保する目的が、国民の行政に対する信頼を確保するこ
とにあるとすれば、本件俳句を本件たよりに掲載しないことにより、本件公民館が、
憲法 9条は、集団的自衛権の行使を許容するものと解釈すべきとの立場に与してい
るとして、上記立場と反対の立場の者との関係で、行政に対する信頼を失うことに
なるという問題が生じる」という裁判所の問題意識の指摘との関係をどのように考
えるか、の問題がある。また後者の論点との関係では、上記の通り学習権の一部と
しての学習成果の発表の自由を考える意味があると考えられるとすると、本件たよ
りへの本件俳句の掲載が求められるかを検討することが求められると考えられる。
　次にいわゆるパブリック・フォーラム論との関係で本件判決は、パブリック・
フォーラムに該当するというためには、原告が本件たよりというフォーラムに立ち
入ることができる権利を有することが必要として、原告側のこの主張を認めなかっ
た。原告のこの主張が認められなかった理由としては、本件たよりがどのような性
格のものかが明確でないことがあると考えられる。この点に関しては、社会教育を
支える公民館の社会教育を実施する機関としての役割を踏まえ、またそこで学習す
る者の学習する権利に学習結果の発表の自由も含まれると解されるならば、これを
もって裁判所のいう「フォーラムに立ち入ることができる権利」とすることもでき
4　最判平成 5年 3月16日民集47巻 5 号3483頁。
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たのではないか、と考える。
5 ．おわりに
　本件は原告、被告とも控訴しており、今後のさらなる議論の展開が予想される。
　またこれとは別に、憲法学の観点からは以下の点が今後検討すべき点として指摘
できる。
　第一に、本件にかかわるWebで、本件裁判の支援者が活動している際これに対
立する団体が「梅雨空に改憲しようと女性デモ」「梅雨空に九条守れは主権の放棄」
とする垂れ幕を掲示して活動しているのを見たとする旨の記載があった  5。（そもそ
もこれらが俳句として掲げられていたのかどうかは不明ではあるが）仮にこれらの
「俳句」が同様に公民館のたより等に掲載を求めて公民館を含む公的機関に提出さ
れた場合、どのような扱いをすることが妥当か、また、そのような可能性も踏まえ
ると、どのような法理を考えることが適切なのか、は検討されるべきと思われる。
　第二に、本件原告は意見陳述書等で、公的機関である公民館との関係で「 9条守
れ」の文言が問題とされたことが驚きであった旨を指摘している。また上述の通り
本件裁判所は「憲法 9条が、集団的自衛権の行使を許容すると解釈すべきかどうか
について、賛否が分かれていたものの、賛成・反対いずれの立場も、憲法 9条を守
ること自体については一致していたのであるから、本件俳句の「九条守れ」の文言
が、直ちに世論を二分するものといえるかについても疑問を容れる余地がある」旨
を指摘している。この点は、憲法99条の定める公務員の憲法尊重義務との関係も含
めて、検討すべき論点と考えられ、また特に第一に指摘した争点の関係では、本件
俳句は「 9条守れ」としており、他方で上記引用の「俳句」は「改憲しようと」と
しているが、この点を踏まえるとこれらの俳句の扱いは変わるのか、という点も含
めて検討が必要と考えられる。
　第三に本件判決では、「憲法アレルギー」という文言が使われた6 。この文言は、
直接的には必ずしも本件判決に影響を与えていないとも考えられるが、本件公民館
の関係者がこれによって本件俳句を本件たよりに掲載せず、それが本件判決で問題
5　http://9jo-haiku.com/modules/voice/index.php?page=article&storyid=24
6　なお国会議事録によれば、昭和44年 3 月13日の第61回衆議院議院運営委員会議事録第13号
に搭載されている佐藤達夫人事院総裁の発言の中に「憲法アレルギー」の文言がある。
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とされていることを踏まえると、この概念やそのような社会的状況をどう考えるべ
きかは検討する必要があると考えられる。なおこの点に関連して、奥平康弘・樋口
陽一編著『危機の憲法学』（弘文堂2012）のはしがきには、以下の記述がある。
　「憲法は、「危機」に際してとるべき行動指針を具体的に示していないとしても、
それを憲法から読み取るのは、公務担当者に課された基本的任務のひとつである。
日本国憲法の想定する統治構造上、特定の「危機」における最終責任者は誰か、基
本的人権がいかに保障されるべきかなどなど、「危機」においてこそ、公務担当者
の独断ではなく憲法に基づく対応がとられるべきであり、それを怠れば責任を免れ
ることはできない。「危機」における具体的対応は、憲法が何を命じているかを自
覚することから始まる。それを「危機」に際して活かすことができなければ、公務
担当者として失格である。しかし、公務担当者の間に憲法アレルギーとでもいうべ
き病理が蔓延するこの国では、憲法にもとづく公務執行という、憲法をもつ国であ
る以上当然にとるべき応対が嗤い飛ばされる傾向にある。」
　この記述では、危機に際して憲法にもとづく公務執行を公務担当者が避けること
が「憲法アレルギー」なる文言で病理として指摘されている、と解されるが、これ
は憲法にかかわる基礎的な問題を指摘するものとして、検討されるべきと思われ
る。
 （元筑波大学非常勤講師）
